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第３編 1 

はじめに 
 

「国営土地改良事業等における BIM/CIM 活用ガイドライン（案）」（以下、「NN ガイドライン」とい

う。）は、国営土地改良事業等に携わる関係者（発注者、受注者等）が建設生産・管理システムの各段階

で BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling,Management：ビムシム）を円滑に活用

できることを目的に、以下の位置づけで作成したものである。 
 
【NN ガイドラインの基本的な位置づけ】 

● これまでの BIM/CIM 活用業務及び活用工事で得られた知見やソフトウェアの機能水準等を踏ま

え、BIM/CIM の活用目的、適用範囲、BIM/CIM モデルの考え方、BIM/CIM 活用の流れ、各段

階における活用等を参考として記載したものである。 
● BIM/CIM モデルの活用方策は、記載されたもの全てに準拠することを求めるものではない。NN

ガイドラインを参考に、適用する事業の特性や状況に応じて発注者・受注者等で判断の上、

BIM/CIM モデルを活用するものである。 
● 国営土地改良事業等において BIM/CIM を実践し得られた課題への対応とともに、ソフトウェア

の機能向上、関連する基準類の整備に応じて、引き続き NN ガイドラインを継続的に改善、拡充

していく。 
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【NN ガイドラインの構成と適用】 
 

表 1-1 NN ガイドラインの構成と適用 
構成 適用 

第１編 
共通編 

第 1 章 総論 国営土地改良事業等の各段階（測量・調査、設計、施工、維

持管理）で BIM/CIM を活用する際の共通事項について適用す

る。 
第 2 章 測量 
第 3 章 地質・土質モデル 

第２編 土工編 土工（掘削、盛土等）を対象に BIM/CIM を測量・調査、設

計、施工、維持管理の各段階で活用する際に適用する。 
第３編 ほ場整備工編 ほ場整備工（ほ場整地工、農道・畦畔・進入路、水路工、暗

渠排水工）を対象に BIM/CIM を測量・調査、設計、施工、営

農・維持管理の各段階で活用する際に適用する。 
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第３編 ほ場整備工編 
 
1. 総則 

1.1. 適用範囲 

NN ガイドラインは、国営土地改良事業等におけるほ場整備工（ほ場整地工、農道、畦畔、進入路、

水路工、暗渠排水工）の BIM/CIM 活用業務及び BIM/CIM 活用工事を対象とする。また、点群デー

タの取得等、３次元モデルのみを取り扱う場合であっても、後工程において３次元モデルを活用可能

であることから、NN ガイドラインを準用する。 
なお、NN ガイドラインの適用に当たっては、将来的な３次元データの営農への活用が想定される

地区で、受益者を含む関係者間での事前の合意形成を図ることに留意する。 
 
【解説】 
ほ場整備工を対象に BIM/CIM の考え方を用いて測量・調査、設計段階で BIM/CIM モデルを作

成すること、作成された BIM/CIM モデルを施工段階に活用すること、更には測量・調査、設計、

施工の BIM/CIM モデルを営農・維持管理段階に活用する際に適用する。 
施工段階から BIM/CIM モデルを作成・活用する場合も適用範囲とする。また、上記の工種、工

法以外への参考とすることを妨げるものでない。 
NN ガイドラインの適用に当たっては、将来のスマート農業への展開や維持管理等、３次元デー

タの活用方法や利用方針を事前に関係者と合意し進めることが重要である。 
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1.2. 全体事業における BIM/CIM活用の流れ 

BIM/CIM 活用業務又は BIM/CIM 活用工事の実施に当たっては、前工程で作成された BIM/CIM モ

デルを活用・更新するとともに、新たに作成した BIM/CIM モデルを次工程に引き渡すことで、事業

全体で BIM/CIM モデルを作成・活用・更新できるようにする。 
 
【解説】 
ほ場整備工の設計、施工において、各段階の地形モデル、地質・土質モデル、線形モデル、ほ場

整地工モデル、農道・畦畔・進入路モデル、水路工モデル、暗渠排水工モデル等の作成、活用、更

新する流れと、設計、施工で作成した BIM/CIM モデルを営農・維持管理に活用する流れを図 1-1
に示す。 

 
 
（１）ほ場整備工におけるBIM/CIM活用の主な留意事項 

ア ほ場整備は、将来の営農形態に適合した生産性の高いほ場条件を整備することを目的とし、

整備後のほ場や周辺施設は営農者が各戸別の事情により管理することから、事業の各段階で地

権者や営農者との合意形成を図ることが重要である。また、ほ場整備事業は、換地処分により

営農者等の権利（所有権、利用権等）を工事後の区画に対応させるため、調査・計画に当たっ

ては、財産権の侵害等の問題を生じさせることがないよう、公平、公正かつ正確に進める必要

がある。 
イ ほ場整備事業における３次元データについては、調査・設計・施工段階では主に行政組織が

利用者となる。一方、営農・維持管理段階では、ほ場や周辺施設の管理等のため、営農者や土

地改良区等が主な利用者となる。事業全体を通して BIM/CIM の効果を十分に発揮させるため

には、３次元モデルの利用主体が各段階によって異なるという特性に留意し、後工程の３次元

モデルの利用者のニーズを考慮し、モデルを構築することが重要である。 
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図 1-1 BIM/CIM モデルの作成・活用・更新の流れの例【ほ場整備工】  

凡例

：モデル更新

：モデル活用

：活用例

注)「モデル作成」（一部作成を含む）・「モデル更新」の
凡例では、モデル活用有無での区別は行わない

：モデル作成

：モデルの一部作成

※：モデル作成・更新の内容

地形モデル作成 地形モデル活用

地質・土質
モデル活用

※路線測量・地形測量を元に、
地形モデルを作成

<< BIM/CIMモデル作成・活用・更新の流れ【ほ場整備工】 >>

付帯
構造物

営農・維持管理施工実施設計基本設計

地形モデル更新

※ 基盤地図情報（5・10mメッシュ）、
航測図化等より、地形モデルを作成

地形モデル更新

地質・土質
モデル作成

※土壌調査、地耐力調査等

地質・土質
モデル更新

測量
地質調査

測量
地質調査

暗渠排水
工

水路工

農道
畦畔

進入路

地形

地質・
土質

ほ場整地

地形モデル活用 地形モデル活用

※ 土壌調査、地耐力調査等

地質・土質
モデル活用

地質・土質
モデル更新・活用

細部の取り合い確認等 施工計画等

線形 線形モデル作成

※構想・基本設計結果をモデル化

線形モデル活用 線形モデル活用
営農・維持管理モデ

ルの構築

※複数工事で活用したモデル

ほ場整地モデル
作成・活用

ほ場整地モデル
更新・活用

ほ場整地モデル
更新・活用

ICT建機による施工
客土による地質情報の追加

農道モデル
作成・活用

農道モデル
更新・活用

農道モデル
更新・活用

※幹線農道、畦畔法面(規模の大
きいもの）をモデル化

※畦畔、支線農道、耕作道、進入
路、舗装構成のモデル化

水路工モデル
作成・活用

水路工モデル
更新・活用

水路工モデル
更新・活用

※開水路(規模の大きいもの）をモ
デル化

※開水路、埋設管路工のモデル
化

暗渠排水路工
モデル作成

付帯構造物モデル
作成・活用

付帯構造物モデル
更新・活用

付帯構造物モデル
更新・活用

※主要な水源施設の配置をモデル
化

※桝、給水栓等の配置のモデル
化

※揚水機場、防護柵、電柱等の
形状、配置のモデル化

営農・維持管理モデ
ルの構築

点検作業の効率化
自動走行農機等の走行経路
への活用
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1.3. モデル詳細度 

発注者が事業の各段階で活用するBIM/CIMモデル作成時の指示時、受発注者間での３次元モデル作

成の協議時には、NNガイドラインで定義したBIM/CIMモデル詳細度を用いて協議するものとする。 
作成・提出する３次元モデルについて、そのモデルの作りこみレベルを示す等の場合には、NNガイ

ドラインで定義したBIM/CIMモデル詳細度（および必要に応じて補足説明）を用いて表記するものと

する。 
地質・土質モデルに対しては、BIM/CIMモデル詳細度を適用しない。 
 
【解説】 
工種共通のモデル詳細度の定義は、NNガイドライン「第1編 共通編 第1章 2.4 BIM/CIMモデル

の詳細度」に示すとおりである。ほ場整備工におけるモデル詳細度の定義を表 1-2に示す。 
BIM/CIMモデルの作成・活用時の受発注者協議等は、次の定義及びNNガイドライン「3 基本設

計」～「6 営農・維持管理」を参考に用いるものとする。 
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表 1-2 BIM/CIM モデルの詳細度（案） 

詳細度 共通定義 
工種別の定義 

ほ場整備工のモデル化 サンプル 

100 

対象を記号や線、単純
な形状でその位置を示
したモデル。 

対象位置や範囲を表現するモデル 
【ほ場整備工】 
・設計条件を定める概略設計レベルを想定 
・概略の中心線および区画線で、ほ場整備工を法線
形で示す。また、道路幅員は含まない。 

 
 
 
 

200 

対象の構造形式が分か
る程度のモデル。 
標準横断で切土・盛土
を表現、又は各構造物
一般図に示される標準
横断面を対象範囲でス
イープ※させて作成す
る程度の表現。 

対象による概略の影響範囲が確認できる程度のモデ
ル 
【ほ場整備工】 
・基本諸元を定める基本設計レベルを想定 
・ほ場の規模や高さ、法面の規模等が概ね確認でき
るモデル 

・関係者間協議における説明資料として活用するこ
と、土工量の概定に用いること等を目的とする。 

・幹線農道、用排水路（開水路のうち規模の大きい
もの）、畦畔法面（規模の大きいもの）のモデル
化 

・地区内の主要な水源施設（調整池、ファームポン
ド等）の配置をモデル化 

 
 
 
 
 
 

300 

附帯工等の細部構造、
接続部構造を除き、対
象の外形形状を正確に
表現したモデル。 

一般部の土工部の影響範囲が確認できる程度のモデ
ル 
【ほ場整備工】 
・主要仕様を定める実施設計・発注図書レベルを想
定 

・進入路等の変化部を含む土工断面を設定し、地形
情報に応じて盛土・切土をモデル化 

・用排水路（開水路、埋設管路工）、畦畔、支線農
道、耕作道、進入路のモデル化 

・用排水路の付帯施設（桝、給水栓、落水口等）の
配置をモデル化 

・農道の舗装構成をモデル化 

 
 
 
 
 
 

400 

詳細度300 に加えて、附
帯工、接続構造などの細
部構造及び配筋も含め
て、正確にモデル化す
る。 

詳細度 300 に加えて小構造物も含む全てをモデル化 
【ほ場整備工】 
・施工レベルを想定 
・交差構造物による影響を考慮し、用排水路（埋設
管路工）を正確にモデル化 

・埋設管路土工を正確にモデル化 
・暗渠排水工の配置、形状を正確にモデル化 
・現場打ち構造物の配筋、プレキャスト製品の配置
（スパン割）、管割を正確にモデル化 

・その他の付帯施設（擁壁、防護柵、電柱等）の形
状、配置を正確にモデル化 

・地区内の水利施設（揚水機場、分水工等）の形状、
配置を正確にモデル化 

 
 
 
 
 
 

500 
対象の現実の形状を表
現したモデル。 

施工段階で活用したモデルに完成形状を反映したモ
デル ― 

注) モデル化の対象は、ほ場整備実施地区内のものに限る。 
※スイープ・・・平面に描かれた図形をある基準線に沿って延長させて３次元化する技法のこと。 
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【解説】 
詳細度400：数量算出が必要な場合、鉄筋継手のモデル化は算出精度に配慮して簡易なモデルとし

てもよい。 
 
 

（１） ほ場整備工におけるモデル詳細度の主な留意事項 

ア 詳細度 100 は、計画段階で用いることを想定した簡素なモデルであり、位置や範囲が分かる

程度のモデルを想定している。 
イ 詳細度 200 は、基本設計段階で用いることを想定したモデルであり、ほ場の規模や高さ、法

面の規模等がおおむね確認でき、関係者間協議における説明資料としての活用や、整地工にお

ける土工量の概定に活用することを想定している。なお、モデル化の対象とする開水路及び畦

畔法面の高さについては、おおむね 1.5m 以上（防護柵の設置を要する高さ）を想定している。 
ウ 詳細度 300 は、実施設計段階で用いることを想定したモデルであり、区画形状及び法面形状、

周辺の主要構造物の配置を正確にモデル化し、工事発注における数量算出、構造計算、施工計

画、用地の検討などに利用することを想定している。 
エ 詳細度 400 は、施工段階で用いることを想定したモデルであり、詳細度 300 よりも要求精度

が高く MC・MG 建機へのデータ入力や出来形測量との比較による施工管理（cm～mm 級）な

どに利用することを想定している。詳細度 400 のモデル作成に当たっては、詳細度 300 のモデ

ルを流用できる場合もあることに留意するとともに、営農・維持管理段階での活用方針等も踏

まえて作成することが望ましい。 
オ 詳細度 500 のモデルは現時点では必要性が限定的で作成労力も大きいことから、原則として

採用しないものとするが、研究開発等の高度な技術的検討が必要となる等、明確に利用目的が

決まっている場合に必要最小限の範囲で作成するものとする。 
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1.4. 属性情報等 

各段階における BIM/CIM の活用目的や内容に応じて、必要な属性情報等（属性情報及び参照資料）

を３次元モデルに付与する。 
 
【解説】 
属性情報とは、３次元モデルに付与する部材（部品）の情報（部材等の名称、形状、寸法、物性

及び物性値（強度等）、数量、そのほか付与が可能な情報）を指す。 
参照資料とは、BIM/CIM モデルを補足する（又は、３次元モデルを作成しない構造物等）従来

の 2 次元図面等の「機械判読できない資料」を指す。 
なお、数量に関する属性情報は『土地改良工事数量算出要領（案）』、その他の属性情報等は NN

ガイドライン「第 1 編 共通編」を参考に付与する。 
 
 

1.4.1. 属性情報の付与方法 
BIM/CIM モデルに付与する属性情報や付与方法については次のとおりとし、具体的な付与方

法、付与範囲は、受発注者間協議により決定する。 
属性情報の付与方法は、「３次元モデルに直接付与する方法」及び「３次元モデルから外部参照

する方法」がある。 
ここで言う「外部参照」とは、属性情報として活用できる電子ファイルの当該格納場所をハイ

パーリンクで関連付けることをいう。一般的に各ソフトウェアの機能としての「外部参照」は、

他のモデルの部品やアセンブリを引用することを意味することもあるので、NN ガイドラインに

おける意味と混同しないように注意が必要である。 
 

 
1.4.2. 付与する属性情報等 
（１） 土工（ほ場整地工、農道・畦畔・進入路） 

ア 設計 

属性情報等は、事業の進捗（基本設計、実施設計等）に伴って取得される属性情報等について

は、後工程（施工段階、営農・維持管理段階）で活用できるよう、BIM/CIM モデルを作成・活用

した段階ごとに付与する。 
なお、実施設計の最終成果物として作成する BIM/CIM モデルに付与する属性情報は、NN ガ

イドライン「第 1 編 共通編」によるものとする。 
 

イ 施工 

発注者との事前協議結果を踏まえ、施工段階で更新した BIM/CIM モデルに各種の施工段階の

属性情報等を付与する。 
属性情報等の付与方法は、「３次元モデルから外部参照する方法」を基本とする。 
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例えば、盛土工の３次元モデルに属性情報等を付与するには、３次元モデルの作成に工夫が必

要となる。管理対象や利用目的に応じて、盛土各層のサーフェスモデルを作成したり、さらに要

素別に細分化したボクセルモデルを作成し、それぞれの３次元モデルに属性情報を付与する場合

がある（図 1-2、図 1-3 参照）。そのため、施工段階で属性情報等を付与するには、設計段階から

引き継がれた BIM/CIM モデルの修正、更新が必要となる。 
施工段階における BIM/CIM モデルに付与する属性情報等としては、例えば以下の施工情報や

データを用いた事例がある。 
・施工日、施工位置 
・施工層、転圧回数 
・盛土材料の種別 
・土質調査・試験データ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2 サーフェスモデルの例 

出典：「2019 施工 CIM 事例集」（日本建設業連合会） 
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図 1-3 ３Dボクセルモデルの例 

出典：「2017 施工 CIM 事例集」（日本建設業連合会） 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



第３編 12 

（２） 水路工、暗渠排水工 

ア 設計 

属性情報等は、事業の進捗（基本設計、実施設計等）に伴って取得される属性情報等について

は、後工程（施工段階、営農・維持管理段階）で活用できるよう、BIM/CIM モデルを作成・活用

した段階ごとに付与する。 
なお、実施設計の最終成果物として作成する BIM/CIM モデルに付与する属性情報は NN ガイ

ドライン「第 1 編 共通編」によるものとする。 
構造物モデルへの属性情報等の付与は、設計段階で計画された物性情報、維持管理段階での活

用情報とする。 
構造物情報として必要とされる属性項目は、NN ガイドライン「第 1 編 共通編」に基づくとと

もに、「品質管理基準」、「出来形管理基準」、「農業水利施設の機能保全の手引き」等を参考に、そ

れらから必要とされる属性項目を標準とするものとして整理する。 
 

イ 施工 

属性情報等は、事業の進捗に沿って属性項目を登録する段階（設計、施工、維持管理）が異な

ることから、順次、BIM/CIM モデルを引き継いだ段階毎に属性情報等を付与する。 
施工段階では、農林水産省の土木工事共通仕様書や土木工事施工管理基準に基づき、表 1-3 に

記載する品質記録や緊張管理図等を登録することを基本とする（必須ではない）が、付与する属

性情報等の詳細や付与方法については、発注者との事前協議により決定する。 
表 1-3 は例示であるため、実際に付与する属性情報等は、発注者との事前協議により決定す

る。 
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図 1-4 モデルへの施工情報付与事例 

出典：「2015 施工 CIM 事例集」（日本建設業連合会） 
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（３） 属性項目の例 

ア 部材情報（共通） 

モデルの部材単位で、その部材を示す名称等を属性情報として付与する。これは、全ての部材

で共通する属性項目とし、属性管理を行う上での基本項目となる。 
NN ガイドライン「第 1 編 共通編」に基づき設定する。 

イ 付属物属性項目 

付属物としては、用排水路工、暗渠排水工、水口、給水栓、落水口を対象とし、その他の付属

物（分水工等の水利施設、防護柵、電柱等）については、適宜属性情報等を付与するものとする。 
現場搬入される付属物の製造のメーカーによる品質検査項目、ミルシート記載項目、カタログ

等を基本とする。 
 

なお、必要に応じて属性情報等は任意に追加するものとする。表 1-3 は例示であるため、実際

に付与する属性情報等は、発注者との事前協議により決定する。 
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表 1-3 属性項目の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 ●水口、落水口

工程 属性種別 属性名称 工程 属性種別 属性名称

設計時、施工時 プロジェクト情報 用水取水源 ID

地区面積 構造物名称

標準区画形状 部材名称 1

平均地形勾配 部材名称 2

表土扱い深 部材名称 3

計画用水量 部材番号

計画排水量 種別

道路規格 製造業者

製品名

●現況地形 種類

工程 属性種別 属性名称 材質

出典 寸法

測量年度 ファイルリンク 1

測量業務名 ファイルリンク 2

座標系 ファイルリンク 3

●航空写真  ●給水栓

工程 属性種別 属性名称 工程 属性種別 属性名称

出典 ID

箇所 構造物名称

撮影年月日 部材名称 1

測量業務名 部材名称 2

精度 部材名称 3

座標系 部材番号

種別

●測量基準点 製造業者

工程 属性種別 属性名称 製品名

等級 バルブ型式

基準点名 材質

基準点制定日 呼び径

X 座標 ファイルリンク 1

Y 座標 ファイルリンク 2

Z 座標 ファイルリンク 3

 ●用排水路工、暗渠排水工  ●その他付属物

工程 属性種別 属性名称 工程 属性種別 属性名称

ID ID

構造物名称 構造物名称

部材名称 1 部材名称 1

部材名称 2 部材名称 2

部材名称 3 部材名称 3

部材番号 部材番号

種別 種別

製造業者 製造業者

製品名 製品名

種類 種類

材質 材質

長さ 寸法

幅（径） ファイルリンク 1

ファイルリンク 1 ファイルリンク 2

ファイルリンク 2 ファイルリンク 3

ファイルリンク 3

ファイル貼付

（カタログ等）

その他付属物情報

設計時、施工時 部材情報

ファイル貼付

（カタログ等）

その他付属物情報

基準点情報

ファイル貼付

（カタログ等）

設計時、施工時 部材情報

設計時、施工時 航空写真出典 設計時、施工時 部材情報

その他付属物情報

施工時

部材情報

その他付属物情報

設計時、施工時 地形情報出典

ファイル貼付

（カタログ等）

●プロジェクト情報

設計時、施工時
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1.5. BIM/CIMの効果的な活用方法 

事業の上流側となる調査・設計段階から BIM/CIM を活用することで、概略検討及び実施設計の

効率化、検討内容の綿密化、設計品質の向上等が期待できる。 
また、BIM/CIM を活用することにより、施工管理効率化、施工計画検討の綿密化、関係者間情

報共有の円滑化、出来形管理の効率化等の効果が期待できる。 
更に、施工段階から提出された BIM/CIM モデル、施工データについて、維持管理の日常点検、

定期点検等の場面での効果的な活用が期待できる。 
 
BIM/CIM の効果的な活用方法として、これまでの各種団体等より公開している BIM/CIM の事

例集等を示す。 
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表 1-4 BIM/CIM 活用事例集一覧表 

№ 資料名 公開元 概要 入手先 

1 

三次元設計データの施工への

活用に向けて －農地再編整

備事業における情報化施工へ

の活用－ 

寒地土木研究所 

国営農地再編整備事業地区において３次元測量

及び３次元設計の試行を行い、作成した３次元デ

ータを用いた情報化施工への活用について考察

を行った。 

https://thesis.ceri.go.jp/db/files/8023647675d22cc4ebcdde.pdf 

2 

ほ場整備工事の設計における

３次元設計の試行及び従来手

法との比較検証 ―農業農村

整備におけるデジタル技術の

活用に向けて― 

北海道開発局 

ほ場整備工事の設計において３次元設計を実施

し、設計作業効率化や可視化によるメリットの整

理、作業に必要な情報や課題等の検討を行うとと

もに、当該分野における各種基準類の指針となる

ための提案を行った。 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/slo5pa000000fa2r-

att/slo5pa000000fcaz.pdf 
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2. 測量及び地質・土質調査 
測量段階では、設計段階で作成する地形モデルの基となる３次元データを取得する。また、地質・

土質調査段階では、モデルを作成する時点までに行った成果を基に、必要に応じて地質・土質モデル

を作成する。 
 
【解説】 
測量段階では、測量精度が必要とされる範囲を対象とし、設計段階で作成する地形モデルの基と

なる３次元データを取得する。 
地質・土質調査段階では、モデルを作成する時点までに行った成果を基に、必要に応じて地質・

土質モデルを作成する。なお、地質・土質モデルを活用する目的・用途を踏まえ、モデルの精度向

上のために追加の地質・土質調査について、必要に応じて計画・実施することに留意する。 
 

 

2.1. 測量成果（３次元データ）作成指針 

農林水産省が発注する国営土地改良事業等の公共測量業務（航空レーザ測量、空中写真測量、路線

測量、現地測量）において、それぞれの測量手法について測量作業規程（令和３年２月農林水産省農

村振興局）（以下「農林水産省測量作業規程」という。）・国土地理院による公共測量マニュアル（案）

にて定める成果物に加え、３次元データを作成する。 
 
【解説】 
測量段階で受注者が作成を行うほ場整備分野における３次元データの例を次表に示す。 
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表 2-1 測量段階で作成する ３次元データ【ほ場整備工】 

項目 UAV 等を用いた公共測量 

測量手法 

既成成果 

TS 測量、UAV 写真測量、地上レーザ測量、車載写真レーザ測量、空中写真測量、航

空レーザ測量、UAV レーザ測量 ※1 

作成範囲 土工部及びその周辺地形 

作成対象 地表面 

地図情報レベル 

（測量精度） 

地図情報レベル 250,500,1000 ※2 

点密度 

（分解能） 

標準：4 点/ｍ2 以上グラウンドデータ、グリッドデータ、等高線データ作成：10～

100 点/ｍ2（(植生の影響が少ない箇所）グラウンドデータ、グリッドデータ、等高

線データ作成 20～200 点/ｍ2（(植生等影響がある箇所）地図情報レベル 500：400

点／ｍ2以上、地図情報レベル 1000：100 点／ｍ2以上※3,4（数値地形図データ作成

の場合。その他、利用目的等を踏まえ要求点密度を設定する。なお、不可視部分等

は、データ取得困難なため、建物、池、樹木等に関する点密度は除く。） ※4 

保存形式 CSV 又は LAS形式 

保存場所 /SURVEY/CHIKEI/DATA※5 

要領基準等 

※1：UAV 等を用いた公共測量実施要領 

※2：農林水産省測量作業規程第 586 条詳細測量時の地図情報レベルを 250 と規定 

※3：農林水産省測量作業規程第 199 条標準の点群密度 

※4：UAV 搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案） 

※5：測量成果電子納品要領電子納品フォルダの規定 

備考 

国土地理院による三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案）は、UAV、

UAV 搭載型レーザスキャナ、地上レーザスキャナを用いたそれぞれの公共測量マニ

ュアル（案）や農林水産省測量作業規程 16 条第 2 項の適用などにより整備される三

次元点群データを用いて縦横断図データを作成するものである。 

 

【UAV 等を用いた公共測量】 
UAV 等を用いた公共測量とは、公共測量において、トータルステーションを用いた測量のほか、

「農林水産省測量作業規程」に基づく UAV を用いた測量、地上レーザスキャナを用いた測量、車

載写真レーザ測量等により実施する公共測量をいう。 
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2.1.1. 地形モデルの作成 

地形モデルの作成においては、将来的なモデルの利用も踏まえ、必要となるデータのフィルタリン

グ、補足測量及び既存データによる補完等を行う。 
 

【活用事例】 
ほ場整備の基本設計及び実施設計での利用を目的として、UAV 測量により取得した点群デー

タ（図 2-1）を点群処理ソフトによるフィルタリング（建物や樹木を除去）を行い、現況地形図

（図 2-2）を作成した。 
樹林地等においては、植生の影響により現況地形の地表面の点群データを正確に取得できな

いことが想定される場合、事前に伐採を行うか、または現地での補足測量や既存データを用い

てデータの補完を行った。 
ほ場整備設計に求められる地形モデルの精度（点密度）については、16 点/ｍ2以上の地形デ

ータから基本設計を行った。また、関係者への事業説明に用いる３次元モデル等、精度を必要

としない場合は、4 点/ｍ2程度のデータを用いて行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 点群データ（現況地形）の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 ３次元現況地形図（フィルタリング済）の例  
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2.1.2. 地形モデルの利用 

地形モデルを用いることにより、地区内の詳細な地形条件やほ場間の位置関係、法面形状等を確認

することができる。 
 

【活用事例】 
傾斜地水田において作成した地形モデルから、田面・畦畔法面等の詳細な情報を可視化した。

これにより、ほ場間の位置関係や高低差、草刈り等の管理作業を実施する際の危険箇所・作業

困難箇所等の把握・共有が可能となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-3 地形データによる危険・作業困難箇所の可視化の例 

出典：(1)多様な主体の参画に向けた傾斜地水田管理に関わる知の共有、水土の知 Vol.86 No.12 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjsidre/86/12/86_1117/_pdf 

(2)農研機構技報 (NARO Technical Report) No.5 

https://www.naro.go.jp/publicity_report/publication/files/naro_technical_report_no5.pdf 
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2.2. 地質・土質モデル作成指針 

設計、施工等に必要な地質・土質調査を実施するとともに、受発注者協議において決定した内容に

基づき、必要に応じて地質・土質モデルを作成する。 
 

【解説】 
心土に石礫が多量に存在し処理を要する場合や、傾斜地等で岩盤掘削が想定される場合等におい

ては、地質・土質モデルの作成が有効と考えられる。 
受発注者協議では、モデルを作成する時点までに行った地質・土質調査の成果とともに、以降に

示す地質・土質モデルの活用目的と作成指針を参考に、地質・土質モデルの作成要否・作成範囲、

作成対象のモデル、保存形式を決定するものとし、必要に応じて作成対象とするモデル種別を協議・

選定する。 
 

 
2.2.1. 地質・土質モデルの活用目的 

各段階の地質・土質調査の目的・内容と、地質・土質モデルの主な活用目的を表 2-2 に示す。 
地質・土質モデルを作成することで、表土、心土を含む地質・土質構成等における位置関係を

立体的な把握が可能となり、各段階の地質・土質上の課題や地質・地盤リスク（※）を関係者間

で共有することにより、追加すべき補足調査や計画立案に関する検討を円滑に進めることが期待

できる。 
しかしながら、地形や構造物等のモデルが実際の形状を表現したものであるのに対して、地質・

土質モデルは地質・土質調査の成果から推定された分布や性状を表現しているものであることか

ら、使用された地質・土質情報の種類、数量及びモデル作成者の考え方など様々な条件に依存し、

不確実性を含んでいるモデルである。したがって、地質・土質モデルの作成・活用に当たっては、

不確実性の程度やその影響について、関係者間で共有・引き継ぎを行う必要がある。なお、この

ような不確実性の取り扱いについては『土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイ

ドライン』が参考となる。 
 

（※）地質・地盤リスク：当該事業の目的に対する地質・地盤に関わる不確実性の影響。計画や

想定との乖離によって生じる影響。 
https://www.pwri.go.jp/jpn/research/saisentan/tishitsu-jiban/iinkai-guide2020.html 

 
【参考】土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン： 

国土交通省大臣官房技術調査課・国立研究開発法人 土木研究所・土木事業における地

質・地盤リスクマネジメント検討委員会 
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表 2-2 ほ場整備工における地質・土質モデルの活用目的 

段階 
地質・土質調査の目的・内容 

地質・土質モデルの主な活用目的 
目 的 内 容 

基本設計のた

めの調査 

ほ場整備を実施する

地区の概括的な把握

と地形、土質・地質等

の状況把握 

・資料調査 

・地形判読 

・現地調査 

・試掘調査 

・原位置調査・試験

（土壌調査等） 

・地形・地質・土質概要の把握と問題点の

抽出 

・地質（地層）構成、岩盤分布の把握 

・各地層の土壌物性値及び地耐力の概略把

握 

• 地下水状況、周辺環境の把握 

・現況の切土、盛土の状況把握 

・整地工（基盤切盛、表土扱い等）におけ

る土工量の概定 

・関係者間協議用の資料の作成 

実施設計のた

めの調査 

・細部構造の検討 

・施工方法の決定 

・現地調査 

・試掘調査 

・原位置調査・試験

（土壌調査等） 

・地下水関連調査 

・地質（地層）構成、岩盤分布の設定 

・各地層の土壌物性値及び地耐力の設定 

・地盤の挙動の把握 

・地下水位等の施工方法決定に係わる条件

の設定 

・整地工（基盤切盛、表土扱い等）におけ

る土工量の決定 

施工時調査 ・設計条件の妥当性

の確認 

・施工計画立案 

必要に応じ、現地調

査、観測及び計測調

査 

・造成する区画や構造物の位置関係の明確

化による施工性の向上 

・地質・土質上の課題の把握による施工時

の安全確保 

営農・維持管理

時調査 

・変状の把握 必要に応じ、現地調

査、観測及び計測調

査 

・地質・土質上の課題の把握による営農・

維持管理時の安全確保 

・ほ場の沈下や畦畔法面のはらみ出し等の

変状が発生した場合の、原因究明と対策

工検討の基礎資料とする。 
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2.2.2. 地質・土質モデルの作成指針 
ほ場整備工における地質・土質モデルの作成指針を次に示す。 
地質・土質モデルは、モデルを作成する時点までに行った地質・土質調査の成果を基に作成す

る。作成した地質・土質モデルには推定を含むことや、設計・施工段階へ引き継ぐべき地質・土

質上の課題について、「BIM/CIM モデル作成 事前協議・引継書シート」へ必ず記録するととも

に、「３次元地質・地盤モデル継承シート」（NN ガイドライン「第 1 編 共通編 第 3 章 地質・土

質モデル」参照）なども活用し継承するものとする。 
 

表 2-3 地質・土質のモデル作成指針（ほ場整備工） 

段階 作成素材 作成対象・作成内容 主な活用場面 
基本設計

のための

調査 

・地質（平面）図 
・空中写真判読図 
・ボーリング柱状図 
・地質縦断図 
・地質横断図 
・基盤地図情報数値標

高モデル 5m/10m メ

ッシュ 
・中心線形 
・航空レーザ測量図 
・土壌調査結果 

以下を基本に、必要に応じてモデルを作成 
①テクスチャモデル（準３次元地質平面図） 
・空中写真判読結果も表示する。 
②ボーリングモデル（必要に応じて作成） 
・打設位置/方位角/打設角等を正しく表示する。 
③準３次元地質断面図（縦断図） 
・中心線形を通る鉛直曲面に、縦断図を貼り付け

る。 
④準３次元地質断面図（横断図） 
・中心線形を通る鉛直曲面に、直交に横断図を貼

り付ける。 

・関係者間協議 
・詳細調査計画の立

案 
・環境保全計画、景

観の概略検討 
・地下水対策の検討 

実施設計

のための

調査 

・地質（平面）図 
・空中写真判読図 
・ボーリング柱状図 
・地質縦断図 
・地質横断図 
・基盤地図情報数値標

高モデル 5m/10m メ

ッシュ 
・中心線形 
・航空レーザ測量図 
・土壌調査結果 
・地下水位調査結果 

以下を基本に、必要に応じてモデルを作成、又は

更新 
①テクスチャモデル（準３次元地質平面図） 
・空中写真判読結果も表示する。 
②ボーリングモデル（必要に応じて作成） 
・打設位置/方位角/打設角等を正しく表示する。 
③準３次元地質断面図（縦断図） 
中心線形を通る鉛直曲面に、縦断図を貼り付け

る。 
④準３次元地質断面図（横断図） 
・中心線形を通る鉛直曲面に、直交に横断図を貼

り付ける。 
⑤表土沈下、切土安定性、湧水等目的と必要性に

応じて３次元モデルを作成する。 

・関係者間協議 
・施工計画、施工方

法の検討 
・施工時に想定され

る地質リスク抽

出 
・環境影響評価 
・将来計画の調整 
・盛土切土等に応じ

た設計 

施工時調

査 
追加調査等を実施した場合、必要に応じてモデルを更新する。 ・工法変更 

・安全対策の検討 
・関係者間協議 
・追加調査の検討 

営農・維持

管理時調

査 

施工記録に基づき、地質・土質モデルを更新する。 ・変状等に対する原

因究明、調査・計

測計画の立案、対

策工検討 
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図 2-4 岩盤分布図の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-5 現況地形、岩盤分布の合成図の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-6 現況地形、岩盤分布、計画地形の合成図の例 
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2.3. 土壌・地耐力調査 

調査段階では、地形モデル、地質・土質モデルを活用して、土壌調査及び地耐力調査等の結果を反

映したBIM/CIMモデルを作成し、営農における土壌管理に活用する。 
 

2.3.1. デジタル土壌図 

土壌調査及び地耐力調査においては、デジタル土壌図により土壌の情報を取得する。 
 
【解説】 
土壌図は、土壌の種類毎の分布状況を地図化したものであり、国立研究開発法人農業・食品産業

技術総合研究機構が運用するデジタル土壌図「日本土壌インベントリー」 
（https://soil-inventory.rad.naro.go.jp/）において閲覧・入手することができる。なお、土壌分類

名は包括的土壌分類第 1 次試案による。 
このデジタル土壌図はオープンデータとして提供され、データ連携や提供機能を持つ「農業デー

タ連携基盤」（通称：WAGRI）から「土壌 API（Application Programming Interface）」として利

用が可能となっており、得られた土壌の情報を BIM/CIM モデルに属性情報として付与することで、

土壌調査の高度化、効率化を図るためのツールとして活用できる。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-7 デジタル土壌図（日本土壌インベントリー）の表示例 
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2.3.2. 活用内容 

土壌調査及び地耐力調査等により得られた土壌の物理性及び化学性、地下水位等（以下、土壌の性

状という。）に基づき、土壌図及び地耐力分布図を反映した BIM/CIM モデルを作成し、営農におけ

る土壌管理に活用する。 
 

 
2.3.3. BIM/CIMモデルの活用方法 

土壌調査及び地耐力調査等における確認内容を把握できるよう、BIM/CIM モデルを活用する。 
 

【解説】 
整備対象ほ場の土壌の性状の把握のため、土壌調査及び地耐力調査等における確認内容と、その

ために BIM/CIM モデルを活用する場合の BIM/CIM モデルの作成のポイント、詳細度や属性情報

等の目安について、次表に示す。 
 
次表の「BIM/CIM モデルの要件」の定義については以下のとおりである。 
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BIM/CIM モデル作成のポイント： 
作業負担を考慮の上、確認内容で活用する BIM/CIM モデルを効果的に作成するための留意

事項を示したものである。 
 
BIM/CIM モデルの種類： 
活用する BIM/CIM モデルを構成する主な BIM/CIM モデルの種類を示したものである。必

要に応じて、ここで示す種類以外の BIM/CIM モデルについても組み合わせることとする。 
 
詳細度（※）： 
BIM/CIM モデルを用いて確認内容を把握できるよう、その段階で必要とされる BIM/CIM モ

デルの詳細度の目安を示したものである。 
 
属性情報等（※）： 
BIM/CIM モデルを用いて確認内容を把握できるよう、その段階で必要とされる BIM/CIM モ

デルの属性情報や参照資料の目安を示したものである。各事業の性質や後工程での活用を考慮

して、適宜取捨選択することとする。 
 
（※）ここで示すものは最終的な設計成果物に至るまでの各段階における目安を示したもの

であることに留意されたい。 
 
 

表 2-4 「土壌・地耐力調査」における確認内容及び BIM/CIM モデルの要件 

No. BIM/CIM モデル 
作成のポイント 

使用する主な

BIM/CIM モデル

の種類 
詳細度 属性情報等 

1 

・試坑調査及び試穿調査（検土杖調査）

により得られた土壌の物理性、理化

学性をサーフェスモデル等を用いて

表現する。 

・地形モデル 
・地質・土質モデル 
 100 

・地形・地質条

件 
・土壌の物理

性、理化学性 

2 
・地耐力調査により得られたコーン指

数の分布をサーフェスモデル等を用

いて表現する。 

・地形モデル 
・地質・土質モデル 
 

100 
・地形・地質条

件 
・コーン指数 

3 
・現場透水試験により得られた土壌の

透水係数の分布をサーフェスモデル

等を用いて表現する。 

・地形モデル 
・地質・土質モデル 
 

100 
・地形・地質条

件 
・透水係数 

4 
・地下水位の観測結果等を用いて地下

水面をサーフェスモデル等を用いて

表現する。 

・地形モデル 
・地質・土質モデル 
 

100 
・地形・地質条

件 
・地下水位 
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3. 設計 

3.1基本設計 
基本設計では、目的とする構造物の比較検討段階において最適案を選定するため、測量成果、地質・

土質調査成果なども BIM/CIM モデルとして可視化し、設計業務の効率化・高度化に取り組むものと

する。 
 

【解説】 
基本設計段階では、従来の２次元情報に基づき行っていた比較検討などについて、BIM/CIM モデル

を活用することで形状情報を立体的かつ多角度からの視点での確認を容易にし、また、３次元ソフトウ

ェアの自動設計機能などを活用することで複数の比較案を効率的に作成することが可能となり、業務の

効率化・高度化が期待される。 
また、現地調査結果や文献情報のうち形状情報として可視化できるものは３次元化し、属性情報等を

付与し BIM/CIM モデルを後工程に引き継ぐことで、情報の利活用性を向上させ、効率化・品質の向上

も期待される。 
ここでは、BIM/CIM モデル等を活用することで基本設計段階における効率化・高度化が図られてい

る事例を示す。 
これら記載している事例は活用を推奨しているものであること、また、活用する BIM/CIM モデルの

要件については目安であることに留意し、必要に応じて受発注者間で事前協議等を行うものとする。 
 
 
 
 
 
 

  



第３編 30 

3.2.BIM/CIM モデルの基本的な考え方 

3.2.1.ほ場整備工モデル作成対象 

作成するBIM/CIMモデルは、ほ場整備工の整地工、農道、畦畔、進入路、水路工、暗渠排水工や、

周辺の現況地形、調整池等の水利施設とする。 
加えて、計画諸元（ほ場計画高、農道幅員等）、設計に関わる基本的な重要条件等を明記するもの

とする。 
また、施工時に配慮すべき事項（周辺環境、用地等）や留意事項（地下埋設構造物、用地境界等）

についても施工者に伝達されるよう分かりやすく明記することが望ましい。 

 
【解説】 
作成する BIM/CIM モデルは、「地形（現況）の BIM/CIM モデル」、「ほ場面（計画）の BIM/CIM

モデル」、「構造物（計画）の BIM/CIM モデル」を基本とし、更に BIM/CIM モデルは形状を示す

「３次元形状データ」と情報を示す「属性データ」から構成する。 
 

3.2.2.モデル作成指針 
ほ場整備工の BIM/CIM モデルの作成指針を次に示す。BIM/CIM モデル作成にあたり、施工で利

用することを念頭に置いた形状とする。また、営農・維持管理で利用することも考慮して設計値等の

属性情報等を構築する。 
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表 3-1 ほ場整備工の BIM/CIMモデルの作成指針 
モデル 作成指針 

地形モデル 現況地形を表現可能な精度、分解能をもつデータ（航空レーザ測量、地上レーザ測量、

UAV 写真測量等）から作成する。作成した３次元モデルには、使用したデータや作成方

法を明記する。 
また、土地利用種別、現況構造物、近接構造物、用地境界、地下埋設物等の、設計時

における設計条件、重要事項や配慮事項に係る情報を地形モデルに付与又は外部データ

としての関連付けを行うことが望ましい。 
作成する範囲は、従来（２次元 CAD）の全体一般図等に示される程度をモデル化する。 

【地形形状】 
現況地形モデルは、サーフェス(面-TIN 形式)  
【留意事項（モデルの軽量化)】 
地形データを詳細に作成しすぎると、操作性が悪くなることがあるため、モデル化の範

囲、詳細度を十分に検討して作成する。 
地質・土質モ

デル 
（必要に応

じて作成又

は更新） 

地質・土質調査成果に基づき、必要に応じてボーリングモデル、地質平面図モデル、

準３次元地質縦断図、準３次元横断面図等を作成又は更新する。（詳細は「2.2 地質・土

質モデル作成指針」を参照。） 
なお、詳細な地質・地盤解析を行う場合等において、３次元地盤モデル（サーフェス

モデル・ボクセルモデル）を作成する場合、入力データ（座標値を持つ）や使用した地

層補間アルゴリズム（及びそのパラメータ）等も明記した資料・データも添付する。 
【留意事項】 
地質・土質モデルは推定を含むモデルであり不確実性を含んでおり、地質・土質や推定

に起因する設計・施工上の課題（地質・土質上の課題）や留意事項は、事前協議・引継

書シート（巻末参考資料参照）に記載して引き継ぐこととする。 
構造物モデ

ル 
構造物モデルは、３次元 CAD ソフト等を用い、ソリッドモデル、又はサーフェスモデ

ルにて作成する。構造物モデルの作成においては、作成する部材種類が多く、作成範囲

が多岐に渡るため、BIM/CIM モデルの作成前に、その業務やその後の工事施工段階で必

要と想定される作成範囲、作成レベルについて、あらかじめ、受発注者間協議により決

定する。なお、作成した構造物モデルの単位を明示する。 
統合モデル 地形モデル、地質・土質モデル、構造物モデル等のそれぞれの BIM/CIM モデル、3 

次元モデルやその他の電子情報（イメージデータ、GIS データ等）を統合して作成す

る。 
関係者への説明等、利用目的に応じて、関連して整備される水利施設等もモデル化す

る。 
 施工計画

モデル 
施工計画に基づき、施工の流れが把握できるように、仮設工（仮設用排水路、工事用

道路等）を含む参考モデルとして施工計画モデルを作成する。必要に応じ、施工ステッ

プ単位での施工計画モデルを作成する。また、可能な範囲で各施工ステップモデルに時

間軸を付与し、施工段階で関係者への施工説明に活用できる施工シミュレーションモデ

ルを作成する。 
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（１）地形モデル 

ア 現況地形に用いるデータ 

現況地形を表現可能な精度、分解能をもつデータ（航空レーザ測量、地上レーザ測量、UAV 写

真測量等）から作成する。 
 

イ 地形形状 

現況地形モデルは、現況地形を表現できる精度や分解能を持ったデータから作成する。また、

構造物モデルを作成した後に土工等、数量算出を行う必要性があることから、数量算出を行える

ように、サーフェス(面-TIN 形式)とする。作成に際して、基にしたデータ、補間方法、データ処

理手順などを明記する。 
用地境界、地下埋設物等の施工上で重要な情報のうち詳細が不明確な場合は、施工時に確認す

る旨が分かるように整理する。また、土地利用種別、現況構造物（分水工、用排水機場、周辺家

屋等）については、BIM/CIM の活用に応じて詳細度を設定するものとする。 
設計時における現況地形に係る設計条件や重要事項、配慮事項は、モデル内での見落としが生

じないように、地形（現況）の３次元モデルに付与や関連付けすることが望ましい。 
＜設計時における現況地形に係る設計条件、重要事項や配慮事項の例＞ 
・地質情報（土層改良等） 
・現況構造物、近接構造物、地下埋設物（用排水管路等） 
・用地境界及び境界杭 
・環境情報（重要種や貴重種等の生物情報や文化財、景観重要構造物等） 
 

（２）地質・土質モデル（必要に応じて作成又は更新） 

地質データについては、業務遂行上必要とされる部分や、施工段階を考慮した構造物モデルを作

成するための作成範囲やレベルをあらかじめ受発注者間協議により決定し、モデル作成を行う。 
地質・土質モデルの内容となる地質・土質調査及び地質解析結果の情報に編集を加えることなく、

そのままモデルに反映する。ただし、データの３次元的なクロスチェックを行って不適合を抽出し

修正等を行ってモデルに反映する。修正及び廃棄の記録は残すこととする。 
 

（３）構造物モデル 

構造物モデルは、３次元CADソフト等を用い、ソリッドモデルにて作成することを基本とする。

これは、構造物モデルによる数量計算（体積計算）が可能となるようにすること、また、後工程で

モデル修正（モデル分割等）を行いやすくするためである。 
構造物モデルは、構造物の設計に一般に用いられるmm（ミリメートル）の精度で作成するもの

とした。これは構造物モデル作成時の単位をmm（ミリメートル）に限定するものではなく、単位

をm（メートル）として、小数点以下第３位の精度でモデルを作成してもよいことを示している。 
ただし、世界測地系で使用する単位はm（メートル）を規定していることから、構造物モデルを

地形モデル（現況地形）や地質・土質モデルに重ね合わせる際にはm（メートル）単位で座標を合

わせる必要がある。 
また、同上の理由により構造物モデルは小座標系にて作成し、地形モデル（現況地形）や地質・
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土質モデルに重ね合わせる際には大座標系に変換すればよい。 
構造物モデルを作成する単位は、作成するソフトウェアに依存するため、使用したソフトウェア、

バージョン、単位を「事前協議・引継書シート」に明記する。また、構造物モデルにマテリアルデ

ータやテクスチャデータを追加した場合は、そのマテリアルファイル、テクスチャファイルの使い

方を含め、データを併せて納品する。 
 

（４）統合モデル 

統合モデルは、関係者間協議・事業説明、営農・維持管理等へ活用等、目的に応じて作成する。 
＜留意事項＞ 
統合モデルでは、データ量が膨大にならないように詳細度の低いモデルとしておき、必要に応じ

て詳細度の高い詳細モデルは、属性情報のフォルダもしくは構造物等のフォルダに保存する。 
 
（５）施工計画モデル 

施工着手当初では、設計段階で作成された３次元モデルを利用して、施工手順説明を行うための

対応は負担が大きいことから、必要に応じて設計段階において実施した施工検討をもとに、施工シ

ミュレーションモデルを作成し、施工段階での BIM/CIM の活用を図りやすくする。 
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3.3.BIM/CIM モデル活用 

ほ場整備工の基本設計段階におけるBIM/CIMモデルの活用事例を以下に示す。 

 
【解説】 
「設計業務照査の手引書（案）」におけるフローチャートを次に示す。 
図中の着色したものについて、以降に「活用項目」として事例を記載している。 
 
なお、基本設計と実施設計で類似、重複する業務内容があるため、本項では基本設計特有の業務

内容の活用事例を記載することとし、実施設計と重複する業務内容は後述の「4 実施設計」の活用

事例を参照されたい。 
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図 3-1 照査フロー 

細部条件の照査

照査技術者細部条件の確認

第４回打合せ
確 認 ２

照査２

第 ２ 次
関係者調整

成果品の提出

検 査

成果品の確認

成果品の照査

照査技術者

照査３

報告書作成

第5回打合せ
確認3

YES

NO

NO

NO

YES

YES

発注者の作業 作業フロー図 受注者の作業

数量計算

点検照査とりまとめ

施設設計

YES
臨時打合せ

業務発生前審査

契 約

所内検討会

第１回打合せ

発注準備

現地調査

基本条件整理

第２回打合せ

資料の検討

発注準備 仕様書・条件等の確認

業務計画書の作成

受注者の作業発注者の作業

作業フロー図

ほ場整備工照査のフローチャート

NO
第 １ 次

関係者調整

YES

基本条件の照査

照査技術者
基本条件の確認

臨時打合せ

用・排水路・道路計画

照査１

NO

YES

第３回打合せ
確認１

計画設計諸元の検討

計画平面図作成

面積算定

※図中の着色したものについて、本章及び「4 実施設計」に「活用項目」

として事例を記載している。 
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3.3.1.地権者等への計画の説明資料作成 

（１）活用内容 

地権者や営農者、関係機関との協議用資料・説明用資料を作成する場合は、BIM/CIM モデル

を活用するものとする。 
 
【活用事例】 

現況地形と計画のほ場面を重ね合わせた３次元モデルにより、視覚的にわかりやすい地元説

明資料として活用することで、関係者との円滑な協議が可能となる。特に、中山間地域等の傾

斜地においては、整備により形成される法面の規模や、そこでの維持管理作業の労力、事故の

リスク等がイメージしやすくなり効果的である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-2 地権者等への計画の説明資料作成において活用する BIM/CIM モデルの例（1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-3 地権者等への計画の説明資料作成において活用する BIM/CIM モデルの例（2） 
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（２）BIM/CIM モデルの活用方法 

事業説明や関係者間協議においてBIM/CIMモデルを活用するとともに、協議調整事項を属性

情報等として付与することで、合意形成の円滑化、業務の高度化、効率化を図る。 
 

【解説】 
「地権者等への計画の説明資料作成」において BIM/CIM モデルを活用する場合の BIM/CIM モ

デルの作成のポイント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 
 
次表の「BIM/CIM モデルの要件」の定義については以下のとおりである。 

 
BIM/CIM モデル作成のポイント： 
作業負担を考慮の上、確認内容で活用する BIM/CIM モデルを効果的に作成するための留意

事項を示したものである。 
 
BIM/CIM モデルの種類： 
活用する BIM/CIM モデルを構成する主な BIM/CIM モデルの種類を示したものである。必

要に応じて、ここで示す種類以外の BIM/CIM モデルについても組み合わせることとする。 
 
詳細度（※）： 
BIM/CIM モデルを用いて確認内容を把握できるよう、その段階で必要とされる BIM/CIM モ

デルの詳細度の目安を示したものである。 
 
属性情報等（※）： 
BIM/CIM モデルを用いて確認内容を把握できるよう、その段階で必要とされる BIM/CIM モ

デルの属性情報や参照資料の目安を示したものである。各事業の性質や後工程での活用を考慮

して、適宜取捨選択することとする。 
 
（※）ここで示すものは最終的な設計成果物に至るまでの各段階における目安を示したもの

であることに留意されたい。 
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表 3-2 「地権者等への計画の説明資料作成」における BIM/CIM モデルの要件 

No. BIM/CIM モデル 
作成のポイント 

使用する主な

BIM/CIM モデル

の種類 
詳細度 属性情報等 

1 

・ほ場の規模や高さ、法面の規模が分

かる程度のモデルでよい。 
・調整内容は、簡易なモデルで位置等

を示し、属性情報等を付与する。 
・営農者等の権利（所有権、利用権等）

の範囲をサーフェス等で領域を示

す。 

・地形モデル 
・土工形状モデル 
・線形モデル 
・構造物モデル ～200 

・地権者、営農

者、関係機関

等との調整

内容 
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3.3.2.区画規模の検討 

（１）活用内容 

区画規模の検討において BIM/CIM モデルを活用することで、業務の効率化を図る。 
 
【活用事例】 

区画の形状が制約される傾斜地での区画計画に BIM/CIM モデルを活用することで、つぶれ

地や土工量の縮減、整備後の農作業の安全性等を考慮した最適な区画規模、法面形状等の検討

を迅速に行うことができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-4 区画規模の検討において活用する BIM/CIM モデルの例 
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（２）BIM/CIM モデルの活用方法 

区画規模や区画標高の検討にBIM/CIMモデルを活用することにより、切盛土量の試行錯誤計

算の迅速化など、比較検討の効率化を図る。 
 

【解説】 
「区画規模の検討」において BIM/CIM モデルを活用する場合の BIM/CIM モデルの作成のポイ

ント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 
 
表の項目の解説については、「3.2.1 （2）BIM/CIM モデルの活用方法」を参照。 
 

 

表 3-3 「区画規模の検討」における BIM/CIMモデルの要件 

No. BIM/CIM モデル 
作成のポイント 

使用する主な

BIM/CIM モデル

の種類 
詳細度 属性情報等 

1 

・ほ場の規模や高さ、法面の規模が分

かる程度のモデルでよい。 
・周辺の土地利用状況等面的に表現す

る場合はサーフェス等で領域を示

す。 

・地形モデル 
・土工形状モデル 
・線形モデル 
・構造物モデル 

～200 

・現地状況及び

施設等の情

報 
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3.3.3.施設配置の検討 

（１）活用内容 

施設配置の検討において BIM/CIM モデルを活用することで、水利施設の配置計画や景観検

討の効率化を図る。 
 

 
（２）BIM/CIM モデルの活用方法 

揚水機場や分水工等の水利施設の配置計画、スマート農機の通信基地局等の設置場所の候補

地選定、さらには周辺環境との調和や日照状況等の景観の検討においてBIM/CIMモデルを活用

することにより、業務の効率化を図る。 
 

【解説】 
「施設配置の検討」において BIM/CIM モデルを活用する場合の BIM/CIM モデルの作成のポイ

ント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 
 
表の項目の解説については、「3.2.1 （2）BIM/CIM モデルの活用方法」を参照。 
 

 

表 3-4 「施設配置の検討」における BIM/CIMモデルの要件 

No. BIM/CIM モデル 
作成のポイント 

使用する主な

BIM/CIM モデル

の種類 
詳細度 属性情報等 

1 

・線的な物件は線形モデル又は簡単な

構造物モデルでよい。 
・面的に表現する場合はサーフェス又

は簡単な構造物モデルで領域を示

す。 

・地形モデル 
・土工形状モデル 
・線形モデル 
・構造物モデル 

～200 

・支障物件の情

報 
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3.3.4.農道線形の検討 

（１）活用内容 

農道線形の検討において BIM/CIM モデルを活用することで、設計条件に適合する最適な路

線を選定する。 
 
【活用事例】 

・農道や畦畔の位置を地区界に隣接する形で設定する際に、点群地形データを活用することで、

設定した勾配で自動的に農道や畦畔の法面が作成され、境界との適切な配置を視覚的に検討

することができる。 
・従来手法では、支障物等との干渉チェックは横断測量箇所のみ（約 50m 毎に１箇所）と限定

的に行うが、３次元設計では路線全線において干渉チェックができるため、農道線形の決定

を迅速に行うことができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-5 農道線形の検討において活用する BIM/CIM モデルの例 

 
 
 
 

 
  

開水路 

法面 

農道 

（設計変更後） 

・点群地形データに応じて自動で

モデル化された切土法面が、開水

路に干渉することが分かる。 

・切土法面が開水路に干渉しない

位置に路線を移動し、平面配置を

決定する。 
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（２）BIM/CIM モデルの活用方法 

コントロールポイント等をBIM/CIMモデルに反映するとともに、作成したBIM/CIMモデル

を活用し３次元的に確認することで、線形計画の効率化を図る。 
 

【解説】 
「農道線形の検討」において BIM/CIM モデルを活用する場合の BIM/CIM モデルの作成のポイ

ント、詳細度や属性情報等の目安について、次表に示す。 
 
表の項目の解説については、「3.2.1 （2）BIM/CIM モデルの活用方法」を参照。 
 

 

表 3-5 「農道線形の検討」における BIM/CIMモデルの要件 

No. BIM/CIM モデル 
作成のポイント 

使用する主な

BIM/CIM モデル

の種類 
詳細度 属性情報等 

1 

・主構造物は対象の構造形式が分かる

程度のモデルでよい。 
・コントロールポイントなどは、簡易

な構造物やサーフェスなどで領域を

示す。 

・地形モデル 
・地質・土質モデル 
・土工形状モデル 
・線形モデル 
・構造物モデル 

～200 

・地形・地質

条件 
・コントロール

ポイント 

2 

・周辺の土地利用状況など面的に表現

する場合はサーフェスなどで領域を

示すか、2D 図面を地形サーフェス

へマッピングする等して表現する。 

・地形モデル 

～200 

・現地状況及

び施設等の

情報 
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